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ヨーロッパ構築過程における共通
農業政策の起源と成立1950－1962＊
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《論文要旨》
　1958年に発足した欧州経済共同体の最初の共同体政策は農業政策だった。何故
農業だったのだろうか。農業統合の試みは，戦後復興期より試みられ続けていた。
農業統合構想は，40年代末に欧州審議会で議論され，その後OEEC内での議論を
経て，50年のオランダのマンスホルト構想とフランスのブリムラン構想という具
体的構想の提示に至る。フランスの主導によりその後農業統合のための政府間での
国際会議（プール・ヴェール交渉）が開かれるも，これは挫折に終わる。しかし，
54年からの欧州統合の再活性化の中で，オランダのイニシアティブにより，農業
統合を実現するために全般的統合としての共同市場構想が提示され，ローマ条約交
渉を経て57年に欧州経済共同体設立条約の調印に至った。しかし，この段階にお
いても各国の対立は激しく，条約に盛り込まれたのは原則的規定に留まった。それ
ゆえ，この原則的規定を踏まえた農業政策の実施が，設立条約の発効後すぐに模索
される。そうして成立したのが62年の共通農業政策だった。このように，共通農
業政策の実現は，各国の対立する利害を調整する役割を果たす一方で，その利害構
造を内側に取り込んで成立することとなり，それゆえ，農業統合は以後の欧州統合
全般に大きな影響を与えることとなる。
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はじめに
　1958年に成立した欧州経済共同体（Communaut66conomique
europ6enne／European　Economic　Community：EEC）における共通農業
政策（Politique　agricole　commun／Common　Agricultural　Policy：CAP）〔1＞
は，ヨーロッパ統合の歴史において様々な意義深い特徴を有している。第一
に，CAPは最初の共同体的手法によるヨーロッパ政策の一っであり，　CAP
の進展が当時の欧州統合を先導する役割を期待されていたこと，第二に，
CAPの政策過程の分析はヨーuッパ統合のあり方を占う上で重要なケース
を提供するからである。従ってCAPに関する研究は，　CAPの政策過程論
的な分析に焦点を当てたものがある一方，他方でヨーロッパ農業問題に関わ
る農業経済学的な側面からCAPの全体像を詳細に検討するものが多い（2）。
しかし，これら政策過程論的・農業経済学的分析からは，何故ヨーロッパ統
合に農業セクターが含まれたのか，という問題にっいて有効な回答を示すこ
とが出来ない。そうでなくとも，地域統合の歴史において農業市場統合が
共同市場進展のリーディングセクターであったというのは珍しいとさ
れる（3）。では，なぜ珍しい農業統合が1950年代の西欧で起こったのだろう
か。
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　そもそもCAPがEEC原加盟国（以下，「六力国」）間で議論され始めた
のは，1958年のストレーザ会談においてであった。オランダ出身の欧州委
員会委員マンスホルト（Sicco　Mansholt）の強いリーダーシップの下，共
通農業政策の原型が同年以降討議され，61年12月から62年1月にかけて
のマラソン会談の結果，62年1月14日のEEC閣僚理事会にて合意に至っ
た。そこでは，ヨーロッパ大に統一された穀物価格を設定する事が合意され
た。穀物価格の統一は，共同市場形成に向けた実務的な第一義的な達成目標
であり，六力国が穀物価格の統一に合意したのは，欧州統合に向けて歴史的
な第一歩を踏み出したと見なされたのである。
　農業セクターは，ヨーロッパ共同体における統合の目標として，1958年
に成立したローマ条約の条項の中に既に明記されていた。だが，農業セクター
の統合政策はローマ条約の中で初あて公式に登場したのであり，最初のヨー
ロッパ共同体として52年に成立した欧州石炭鉄鋼共同体（Communaut6
europ6enne　du　charbon　de　l’acier／European　Coal　and　Steel　Community：
ECSC）には盛り込まれてはいなかった。石炭と鉄鋼という工業セクターの
経済統合を担ったECSCには，当然のことながら，農業セクターの統合を
準備した部門があるわけではなかったのである。
　本稿の物語を前倒しにすれば，ローマ条約調印前の農業部門の統合史は，
ECSCの歴史には回収できない別の物語を持っている。本稿で述べるように，
農業部門における統合の試みは，ECSCの枠外となる，欧州審議会
（Conseil　of　Europe／Conseil　de　1’Europe／Europarat）における農業問題
に特化した経済問題委員会の設立と審議，欧州経済協力機構（Organi－
zation　for　European　Economic　Cooperation：OEEC）枠内での交渉といっ
た，ECSCの枠内だけでなく，他のヨーロッパ大の国際組織を巻き込んで議
論されたものだからである。
　視点を少し長期的にとれば，50年代のヨーロッパ統合史は，このような
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統合の方式と枠組をめぐる重層的な交渉の連続の中から，最終的にEECに
よる共同市場を通じての統合に至る歴史と言えるω。議論を先取りするなら
ば，この時期における統合をめぐる議論の軸は，従来指摘されるような超国
家的統合か政府間的統合か，という対立軸に加え，部門別統合か全般的共同
市場統合か，という対立軸も劣らず重要だったことを指摘したい。部門別統
合路線とは，ECSCが体現した統合方法である。これは，例えば鉄鋼業とい
う一つの産業セクター・政策部門を，超国家的な機関が統合し管理するとい
う方法である。これに対して全般的共同市場路線（March6　commune
g6n6rale）とは，関税同盟を基礎として，国内経済全般の共同市場を進める
ことで全体的な統合を推進する考え方である（5）。
　ではこの1950年代において，ヨーロッパ農業セクターに関してどのよう
な統合が試みられたのであろうか。50年代における農業統合の試みは内的
には如何なる論理の下に交渉され，外的には他の領域における統合の試みと
如何なる関連性を有していたのであろうか。そして50年代の農業交渉は，
62年の共通農業政策の形成に如何なる影響を与えたのであろうか。
　本稿は，このような問題に答えるために，主として研究論文に依拠しなが
ら，1950年代における農業統合がどのように試みられ，そして62年のEEC
におけるCAPの成立にどのように至ったのかを一筆書きで叙述するもので
ある。具体的には50年代前半における共通農業市場設立のための政府間交
渉いわゆるプール・ヴェール交渉，50年代後半のローマ条約交渉における
共通農業政策規定に関する六力国交渉，そして58年以降のEEC内での共
通農業政策の実施に関する議論，という三っの交渉・議論を紹介する。本稿
は，西欧各国のアーカイブ史料に基づき，それぞれの交渉の主役を張った国
家，たとえばプール・ヴェール交渉時におけるオランダ・フランス，ローマ
条約交渉期におけるフランス・西ドイッの動機や構想の理念的政治的構造を
明らかにするものではない。本稿はむしろそのような研究の準備稿として，
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この時期の農業統合の史的研究に既に取り組んだグリフィス，ティーマイヤー，
ノエルおよびミルワードの四者の業績に依拠しながら，農業統合の起源と展
開をスケッチしたものに過ぎない〔6）。なお，一次史料に基づく論稿は現在準
備中であり，別途発表する予定である。
　本稿の構成は以下の通りである。まず第一節で，1950年代前半における，
主としてOEEC加盟国で開かれたプール・ヴェール（緑の統合）交渉を取
上げる。第二節では，57年に成立するローマ条約の交渉過程における農業
統合に関する議論を取り上げる。ここでは，農業がどのような位置づけをし
めたのか，そしてプール・ヴェール交渉の失敗とは対照的に農業統合が欧州
統合の一分野として包摂されたのは何故なのか，そしてどのように農業分野
がローマ条約の条文の中に規定として定められていったのかにっいて検討す
る。そして第三節では，58年から62年までの間に行われたCAPの具体的
規定がいかにして定あられたのかという点を取り上げる。
第一節　欧州農業共通政策の起源をめぐって　プール・ヴェール
　　　　交渉1950－1955
戦後ヨーロッパにおける農業問題とその着手
　そもそも戦後ヨーロッパが直面した農業問題は，第二次世界大戦という巨
大なインパクトに起因する問題群だけから発生したものではない。敗戦によっ
て東方の肥沃で広大な農地を失った西ドイッ以外，各国が抱えていた固有の
農業問題の特徴はさしたる変化を見せなかった。農業生産力向上という課題
は戦間期から各国の悩みの種だったのである。しかし無論大戦が引き起こし
た固有の問題は戦後のヨーロッパ農業政策に決定的な影響を与えた。第一の
問題は食糧不足であった。総力戦の果ての，・生産インフラの破壊と農業従事
者の減少は各国に深刻な食糧不足を引き起こした。第二の問題は，ヨーロッ
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パ各国は貿易収支において深刻な対外赤字を抱えて込むようになったことで
ある。取り分け対米貿易において西欧各国は輸入超過の構造となる。しかも
深刻なドル不足のため，西欧各国は大幅な食糧の輸入を行えなかった。この
対外赤字解消のため，西欧各国は自国産業の生産力向上を実現させるべく真
摯な取り組みを迫られることになる。農業の生産性向上は，この文脈からよ
り即急な政策として登場したものであった。
　戦後農業統合が議論されるとき論点となる問題は幾つかあるが，戦後復興
期においては次の三っの問題が底流を流れ続けることとなる。第一に，上記
に挙げた飢餓やドル不足対策として，生産性をいかに向上させるかという問
題第二に，一般的に農民の所得が工業に従事する労働者のそれを下回るた
めに起こる，農工間の所得格差の問題をいかに解決するかという問題，第三
に，国内経済上の農業近代化措置をそれぞれの国が行うこととなるが，各国
で異なるこの近代化政策をいかにして調整していくか，という問題である。
これらの点に関し，戦前より，それぞれ各国で異なる保護主義的政策が取ら
れていた（7）。したがって，戦後農業問題は，これら三つの問題を解決するた
めに，いかにして各国の保護主義的規定を除去するかが問題となることとな
る。
　最初に農業問題のヨーロッパ的解決を議論し始めたのは，欧州審議会であっ
た（8）。1949年に欧州審議会が第一回の総会を行った時から，農業問題は欧州
諸国の間で討議の対象となっていた。欧州審議会において，工業部門といっ
た他のセクターと比べて，農業問題は必ずしも大きな関心が払われた訳では
なかったが，それでも農業政策のヨーロッパ的解決は当時からヨーロッパ統
合進展のために鍵を握る分野という認識が既に成されていた。欧州審議会の
第一回総会における議論を受けて，同年8月に審議会委員会に農業問題にっ
き，二点の提案が送付された。第一に委員会の中に農業・食糧問題担当の下
部委員会を創設すること，第二に，審議会の閣僚委員会は同問題を検討する
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為の議事日程を作成することである（9）。その結果，欧州審議会の中で農業生
産品の欧州大市場を調整することが検討されることになった。
OEECにおける統合構想　ヴァライ，スティッケル，ペッラ，ペッチュ
　しかし，農業問題のヨーロッパ的解決が議論されるアリーナは，欧州審議
会だけでなく，1948年に設立されたOEECにおいても行われるようになっ
た。というもの，当初農業問題に関する重要な協議アリーナであった欧州審
議会総会では，結局農業問題は二次的な重要性を占める状況から脱する事が
出来なかったからである⑩。各国の政治家は，各政府の利害に直接関わり専
門家を集めて協議できるアリーナとして，欧州審議会よりもOEECの方が
適切と考えるようになった。そのため，49年11月にOEECと欧州審議会
の間で協議手続きが締結される（11）。
　このような状況下，フランス農相官房長を務めていたピエール・マエスト
ラッチ（Pierre　Maestracci）は，欧州審議会とOEECが協働しながら農業
問題に当たる必要性を感じていたことから，農業におけるヨーロッパ統合の
実現を着想する（12）。その結果，1950年2月，フランス農相ヴァライ（Gabriel
Valay）は，農業セクターの収入を保証することを目的とする農業共同市場
構想をOEEC諸国に提出した〔13）。　OEECはこの提案に反対するも，結局
OEEC内で引き続き農業問題を検討し続けることが決定された。興味深い
のは，この提案が，ECSCに結実するシューマン宣言（50年5月9日）の
発表以前に提示されたことである。現段階で，この計画とシューマン宣言の
実質的起草者であるモネ（Jean　Monnet）と，どの程度関わりがあったの
かは不明だが，フランスの省庁内で立案された特定セクターの統合構想を，
シューマン宣言以前に他国に提案したことは，注目に値しよう。
　さらにOEECを舞台とする統合の試みは，より広く全般的な経済統合の
構想を議論することにっながっていく。その構想とは，オランダ外相にして
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OEEC理事会議長スティッケル（Dirk　Stikker）が提示した，欧州単一市
場の形成を目的とする包括的な経済統合構想だった。スティッケルはこの構
想を1950年6月15日にOEECに対して提案する。スティッケル構想は，
欧州の生活水準向上という大目的を掲げた上で，その目的を達成する手段と
して生産の効率性を高める単一市場の形成を訴えた（’4）。その行動計画として，
欧州内貿易における貿易協定の自由化促進の立場から，OEEC枠内の中で
のあらゆる貿易障害を段階的に除去する西欧政治経済のセクター統合が規定
されていた（’5）。さらに，社会政策を実行するに当たって必要な財政を拠出す
るために，ヨーロッパ大の統合基金を設立することが想定されていた。
　このスティッケル・プランにおける基金をどのように取り扱うか，という
点を修正するため，イタリア蔵相ペッラ（Giuseppe　Pella）が提出したのが
ペッラ・プランだった。しかし，ペッラ・プランはセクター別統合を積み上
げていくスティッケル・プランとは相容れない構想であり，むしろこれを阻
害するものであった。このオランダとイタリァの対立を仲介しようとしたの
が，フランス財政相のペッチュ（Maurice　Petsche）だった。ペッチュは
1950年7月6日のパリでのOEEC閣僚会談にて，欧州大の工業決済を可能
とするための欧州銀行の創設を提案する。
　ミルワードが論じるように，これら三っの経済統合構想は，実のところ，
西欧内の貿易自由化のスピードを鈍化させるための構想と受け止められた⑯。
特に出発点となるスティッケル構想は，貿易自由化のコミットメントを骨抜
きにするための策としてアメリカによって激しく非難された。なぜなら，ス
ティッケル構想は確かに欧州内貿易の自由化を主張しているが，その自由化
と経済統合をリンクさせており，かっ各国の利害が衝突する経済セクターの
統合実現には困難が予想されるからであった。三っの構想はOEEC理事会
と作業部会で検討されることとなったが，イギリスによるスティッケル構想
への反対と（17），次に紹介する新しい農業統合構想の登場もあって，議論は次
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のステージに向かうこととなる。
　マンスホルト構想
　スティッケル構想は共同市場を設立し，自由貿易を進めながら経済統合を
実現することを試みたものだったが，その中で唯一例外的な扱いを受けてい
たセクターが農業だった。スティッケル構想の中で農業は，統合対象の産業
セクターとして唯一名指しされて取り上げられていた。スティッケル構想に
おいては，貿易自由化が進められた暁には，農業統合のために特別な規定を
設けることが想定されており，同構想は農業統合のための隠された計画とい
う側面があった（’8）。しかし農業統合の実現を熱心に考えていたオランダ農相
マンスホルトにとって，このスティッケル構想では農業統合の実現は不十分
だった（19）。そこでマンスホルトは，独自に農業セクターの統合プランを作成
した。
　このマンスホルトの農業統合構想は，当時の欧州が直面する生活水準の低
下，貿易収支の赤字，非効率的な生産性の改善のため，農業セクターの生産
性を上昇させることを最大の目標とするものだった。1950年11月にマンス
ホルトは，農産物の欧州内貿易の自由化，農産物価格の引き下げ，農業技術
の発展を目的としたヨーロッパ組織の創設を，欧州審議会に対し提案する⑳。
この組織は，関税障壁の引き下げと農産物の価格の固定化を行うという強力
な権限を持っことが想定された。また対外的な側面として，農産品の輸入価
格と域内適正価格の間が異なる場合を想定して，価格差を是正する措置とし
て各国が負担する拠出金がヨーロッパ大の基金に入金されることが考えられ
た（21）。ただし，マンスボルト構想において，ヨーロッパでの統一価格を完全
に固定化することがまず求められたわけではない（22）。農作物の価格は各国毎
に，税金，資本集中度，労働生産性，気候の違いに大きく左右される。そこ
で価格の固定化にあたり，各国毎に許容可能は幅を持たせることが考えられ
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たのである（23）。またマンスホルト構想では，下記のフランスのブリムラン構
想とは異なり，共同市場の対象となる農産品の種類を限定する規定を設けず，
域内での自由流通を可能とする農産品の共同市場の構築を目指した（24）。これ
はマンスホルト構想の持っ，オランダ農業への配慮すなわち輸出志向で自
由主義的な傾向を反映していたと言える。
　マンスホルト構想は，時間軸で見ればその登場は次に記すブリムラン構想
より遅れるもので，かっ1950年代前半に行われる農業統合のための国際政
府間会議（下記プール・ヴェール交渉）のたたき台となったものではなかっ
たが，欧州共通農業政策の一っの起源であった。というのも，マンスホルト
構想はその前段階のスティッケル構想と一セットとして捉える必要があるが，
ミルワードが初期の研究で鋭く指摘するように，貿易の自由化を促進しっっ，
欧州諸国の農業生産の向上を支援し，かつ同時に特定農業産品については保
護主義的な施策を維持させるためには，域外からの食料品輸入を抑制するこ
とをまず行うというよりも，西欧域内での生産量，価格利潤を増すべく，
体系的な市場規制をかけることによって域内農業を保護することが必要とな
る（25）。そのような体系的な市場規制を実現するためには，ヨーロッパ大で市
場を統一しなければならない。統一市場なしに，西欧各国の農業部門に体系
的な市場規制を導入することは不可能だからである。スティッケル構想から
マンスホルト構想へと至るオランダは，このような西欧各国の農業保護と生
産性確保を価格と生産の管理によって行うことを提案した点で，共通農業政
策の一っの起源となるのである。
　ブリムラン構想
　他方オランダとは独立して，フランスの農相ブリムラン（Pierre　Pflimlin）
も，農業統合の構想を有していた。ブリムランは，シューマン・プランに相
当する農業統合の実現を構想していた。シューマン・プラン発表からわずか
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一ヵ月後の6月12日に，ブリムランはフランス国民議会にて，主要な農業
産品に対する欧州農業市場組織に向けて政府がイニシアティブを取ることを
提案した㈲。ブリムランはシューマン・プランを発表したシューマン
（Robert　Schuman）と同郷のアルザス出身であり，また所属政党も同じ
MRPであったが，二人は同時にセクター統合を訴えるイニシアティブを取っ
たのである。
　ブリムランはECSCの制度設計を参考にして，　ECSCの執行機関である
「高等機関（Haute　Autorit6）」に相当する超国家的組織によって管理され
る農業共同市場を構想した（27）。っまりブリムラン構想とは，シューマン・プ
ランの農業版である。ブリムラン構想においては，農業版最高機関が管轄す
る農作物はニランクに別れている。最初に管轄下に置かれるのが小麦，乳製
品，砂糖，ワインである。これらの生産品の共同市場化をした上で，次に他
の農作物の共同市場化を計るのである。このように農業製品を包括的でなく
戦略的に製品を選択して共同市場化するのは，最初の製品群が，フランスの
代表的な輸出向け余剰産品を構成していたからである（28）。すなわち，ブリム
ランが求めた農業問題が解決すべき方式は，あくまでフランス農業の戦略的
目標に添う形で提案された。
農業共同市場構想と1950年における欧州統合構想の複合性
　ブリムラン構想とマンスホルト構想は単なるヨーロッパ農業市場の共同化
だけ留まらず，国家を管轄する権限を有する超国家的組織の設立を措定して
いる点で最初のヨーロッパ農業共同体構想であると評価できよう。但しマン
スホルトの構想においては，農業政策の共同化の帰結として純粋な統合と生
産性の向上が志向される一方で，ブリムランの構想には，高等機関を介して
農業の保護を図ることに重点が割かれているという相違点が存する（29｝。いず
れにせよ，ブリムラン構想もマンスホルト構想も，またシューマン宣言以降
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活発化した欧州統合の機運に乗り，シューマン・プランにおける石炭鉄鋼の
「ヨーロッパレベルのプール」制度と並んで，農業における「プール」制度
を構築しようとした試みであった。両構想が発表された時点では，5月のシュー
マン・プランが如何なる制度的帰結をもたらすのかにっいては，まだ確定し
てなかったのであり，この三っの構想が非公式的であったとしても有機的に
連携することで，より強力な統合の進展を，二っの農業構想は期待したので
ある。
　ブリムランはシューマンが石炭鉄鋼プール構想を公表したわずか3日後の
5月11日に，シューマン・プランの実質的な構想者であるモネに対し書簡
を送り，農産物のヨーロッパ大の組織化を訴えた（3°）。同年9月6日，マンス
ホルトはパリに飛びブリムランと会談する。二っのプランを調整し，両者が
協調して農業セクター統合の基盤を提供する為であった（31）。しかしこの三者，
ブリムラン，マンスホルト，モネの思惑は必ずしも一致するものではなかっ
た。フランス計画庁（Commissariat　G6n6ral　du　Plan）長官であったモネ
は，農業統合をシューマン・プランに平行して行うことには反対であった。
「全てを同時に行ってはいけない」（32）とモネは述べ，まず石炭鉄鋼における
超国家的組織を確立させることをより重視した。
欧州審議会におけるさまざまなプラン
　農業市場統合へ向けたイニシアティブが様々なアリーナで模索されている
1950年の8月，いち早く農業問題を検討していた欧州審議会の総会におい
て，アンドレ・フィリップ（Andr6　Philip）やフランソワ・ドゥ・マント
ン（Frangois　De　Menthon）といったフランスの代議士が中心となり，超
国家的な手法に基づく農業統合構想が提案された㈹。この提案では，同年6
月にブリムランらによってフランスの国民議会に提案されたシューマン・プ
ランの農業領域への拡大構想を受け継ぎ，乳製品，砂糖，肉の農産物のヨー
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ロッパ大の単一市場を設立し，その管理を共同の政治的機関が行うとされた。
　この提案を受け，オランダのリップ（Wilhelm　Rip）がヨーロッパレベル
での「農業生産の計画化」の必要性を主張した。同月の間，欧州審議会内で
農業問題は活発に議論された（34）。最終的には，8月26日に，欧州審議会の
閣僚理事会において，農業市場の組織化を実現させる勧告が採択された（35）。
この勧告にっいて，農業統合史家のノエルは，自由流通を重視するOEEC
内での農業問題の議論の影響を指摘している（36）。さらに，1950年11月に，
再度欧州審議会総会がストラスブールで開催された。ここの議論は，最終的
には11月23日の勧告に結実する。この11月の勧告では，経済的な統合の
みならず，政治的な統合を視野に入れた野心的な統合構想が提案された。こ
こでは，農業および交通に特化したヨーロッパ大の機関の設立が構想されて
いた㈹。このように，経済的統一だけでなく将来的な政治的統一を視野に入
れた超国家的構想が，欧州審議会で議論された。
　だが，この超国家的構想には主としてイギリスが難色を示し，エックルズ
（David　Eccles）が対案を提出する。この構想は，全ての欧州審議会加盟国
が従う限定的な権力を有する組織の創設を想定する。この中央組織の決定は
政府に対し勧告という形をとり，決定方法は全会一致制とするものであっ
た（sa）。
　プール・ヴェール交渉
　1951年2月17日，フランスのプレヴァン内閣は閣僚会議を開催し，ブリ
ムランが予てから主張していた農業問題の欧州交渉化にっいて意見を交わし
た。その結果，フランス政府は他のヨーロッパ諸国に対して農業問題会談を
開催・参加招待することを決定した。この席でフランスの欧州審議会担当大
臣であったモレ（Guy　Mollet）は，この交渉に当たりECSCの六力国に加
えイギリスも参加すべきであると主張した（39）。というもの，当時既にフラン
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スでは食糧の過剰生産の傾向が見受けられたため，この余剰生産物市場とし
てイギリスが戦略的な対象と考えられたからである。この決定を受け3月，
フランス政府は欧州審議会加盟国に加え，ポルトガル，オーストリア，スイ
ス政府に対して，交渉開始を求める覚書を送付する。そしてこの覚書にはブ
リムランが起草した，ECSCに倣い農業に特化した欧州大の超国家機関の創
設を要求する共通農業市場構想が添付されていた㈹。
　他方イギリスにおいて農業市場構想に対する意見は分かれていた。イギリ
スは自国出身のエックルズ構想にっいては支持するものの，フランスによる
この単一農業市場構想にっいては好意的に評価してはいなかったω。しかし
イギリスは，3月のフランスからの招待に対する回答の中で，フランス政府
の提案にっき討議がOEECに委任されることを条件に，農業市場組織の検
討に入ることを受け入れる事を表明した（42）。っまり，OEEC枠内での自由
貿易推進に好意的なイギリスは，シューマン・プランと異なりOEEC枠内
での交渉を行う農業問題には参加の道を放棄できずにいたのである。
　このフランスの提案を受け，翌1952年3月25日から28日にかけてパリ
にて15力国による会談が行われた（‘3）。ブリムランは既にフランス農相の座
を離れていたが，同会談の議長に選出され，副議長に選ばれたマンスホルト
とともに「ヨーロッパ優先」の下に農業交渉を主導する役目を担った㈲。こ
の会議が開催された当時は，こC［i）ヨーロッパ大の農業交渉がいかなる帰結を
もたらすのか全く先行きは不透明であった。制度的デザイン，関税政策の体
系，生産者保護政策，余剰生産物への保障政策，全てが「ゼロからのスター
ト（it　starts　from　scratch）」であった（45）。従って，このパリ会談の目的は，
手続き，参照用語の提議，以降開催される会談の目的と定めることから始まっ
たのである。
　合意の可能性は極めて薄いと目されながらも，しかしながらパリ会談にお
いて参加国は思惑の不一致を乗越え「農業に関する欧州会議」を7月1日か
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ら10月31日の間に開催することに合意した。「プール・ヴェール（Pool
vert）」と呼ばれる，欧州農業市場の組織創設にむけた交渉の始まりであっ
た。「農業に関する欧州会議」は現存のあらゆる国際機構とは別個の存在と
されたが，協議の内容についてはOEECと密に連携し，また国際連合食糧
農業機関（FAO）の観察が行われることとなった。その上で準備のための
ワーキンググループが組織され，議事日程を確定させて後の会議における作
業を準備する任務を請け負ったのである。1952年を通じて開催されたこの
作業部会は三っの報告書を作成するに至った。これらの報告書は農・食製品，
各国における農業生産の一般条件，具体的制度の三点にっいて検討を加えた
ものであった㈲。しかしこれらの内容は各国の妥協の域を出ず，次の全体会
議を開催するのは翌53年5月のことであった。それでも各国の思惑の不一
致は激しく，農業交渉の存続そのものを問う意見まであった。そこでは，農
業問題の解決を求めて交渉の継続を求める意見と，以後の交渉はOEECの
延長として行うことを求ある意見に分かれていた（47）。結果的に交渉は存続し，
専門家グループが農産物毎にまとめた提案と制度的アレンジメントを検討す
る準備に入ることになった。
　ここで検討の対象となった農産物は穀物，果実・野菜，肉，タバコであっ
た（48）。しかし，農産物品目ごとに構成されるワーキンググループの専門的な
討議にもかかわらず，これらの作業部会において合意された内容は玉虫色で
かっ重要性の低い事案に限られた。重要度の高い農産物の貿易協定に関して，
例えば穀物の価格・貿易量規制に関し，欧州共通農業市場が成立した暁には
相互輸出に際して加盟国が特恵（preference）を与えるかどうかにっいて，
各国の意見は激しく対立していた㈲。さらに，そもそも新しく設立する欧州
の農業市場組織を，交渉の基盤を提供しているOEECに結合する形にする
のか，それとも全く独立した機構にするのかに関しても意見は対立していた。
この対立軸に加え，既にセクター統合を果たしたECSC六力国の制度をこ
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の農業市場に追加していくか，それとも既存の国際欧州経済機構である
OEECを農業問題の討議の場とするかで，仏独伊と英蘭の対立が存在して
いた。
　このような農業統合機構設立に関する制度的枠組みに関する対立に加え，
プール・ヴェール交渉が始まる前に農業部門統合のイニシアティブを取って
いたフランス，オランダのニカ国が交渉において消極的な姿勢を見せ始あ
る（5°）。交渉に当たっていたフランス農相ロラン（Camille　Laurens）は，
1953年3月のパリ会談開始時においてすら設立組織の権限の制限を主張し
ていた（51）。他方オランダは，交渉の進展上ECSCのような超国家的制度を
採用することも農産物用の共同市場の成立も困難になり始めたことにより失
望を深めていったのである（52）。さらにオランダは，当時状況が切迫していた
欧州防衛共同体（European　Defense　Community：EDC）条約問題にっい
て，フランスがEDCを批准しない限り農業セクター統合に関しても進展が
ないと考えていた（53）。畢寛，フランスのEDC条約の批准は国民議会で否決
され，統合の機運は一気に低下するのである。
　1953年3月の準備会議以降，各国の思惑は自国の農業者団体の保護を優
先し始める。さらに交渉における討議品目を限定したことで，プール・ヴェー
ルが行き着く農業共同市場は，農業生産者保護のための「高コストクラブ」（54）
の様相を呈してきたのである。翌54年に行われた全体会議において実質的
な合意は皆無となり，イギリスの提案により，作業部会をOEECに移管す
ることになった（55）。農業セクター統合は実現することなく，プール・ヴェー
ル交渉は実質的に終わりを告げたのである。
　なお，作業を移管された側のOEECは，1955年1月に農業・食糧に関す
る閣僚委員会（Ministerial　Committee　for　the　Agriculture　and　Food）を
設立する。この委員会は各国の農業政策を突合せて政策調整を図りつつ自由
貿易と農業生産の向上を目的としていた。しかし，この閣僚委員会では異な
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る農業政策の比較検討（confrontation）に終始し，プール・ヴェール交渉
の失敗もあって，各国間の合意を導くことなく現状分析以外に目立った功績
を挙げる事はなかった㈹。
農業統合構想に対するアメリカの反応
　ところでアメリカは以上のような農業交渉にっいて当初から一貫して懐疑
的な姿勢を崩さなかった。特にフランス案に対しては明確な反対姿勢を貫い
た。第一に，欧州農業市場統合が目的とする農業生産高の引き上げと保護は
フランス案からは達成できないとアメリカは考えたからであり，第二に，フ
ランス案はシューマン・プランの論理的延長に位置するとしながらもシュー
マン・プランに対するアメリカの支持の理由が農業セクター統合には当ては
ならないからである（57）。
小括：1950年代前半の農業統合構想の意義と限界
　フランスの統合史家ジェルベは，当時の農業市場統合構想の活性化にっい
て，ECSCという石炭鉄鋼セクター統合のみと関連するのではなく，全般的
市場統合の動きと一緒になった統合運動だったと指摘している（58）。他方，プー
ル・ヴェール交渉に関しいち早く個別研究を発表したフランスの農業統合史
家ノエルは，この時期の農業統合交渉において，交渉主体の利害が各国毎に
分断しており，ナショナルな視角にしか立脚できなかったことが1955年ま
での農業交渉の失敗の原因であったと見る。その上でノエルは，50年代当
時では，第一に戦後復興を果たすと戦後直後の欧州的な連帯が低下したこと，
第二にアメリカの余剰農食料品の増加により，自由貿易主義的な考えが台頭
し，連邦主義が想定する「機能主義」は作用しなかったことが，農業統合が
失敗に終った決定的要因だったと考えるのである（59）。
　他方でグリフィスは，農業セクターの統合は農業政策における二つの傾向
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の融合と併存から成立したと指摘する㈹。第一に，戦後復興において農業従
事者の収入確保と農業・食糧生産物の保護という戦間期から見られる欧州の
農業政策の傾向である。第二の傾向は，1950年以降に現実化したヨーロッ
パ統合の動きの中で，農業政策をヨーロッパ大の組織で行おうというもので
ある。つまり，対内的には戦災でインフラに打撃を受けた農業セクターの近
代化を図り，対外的には特にアメリカの強い競争力を持っ外国の農産物に対
して保護を行おうした。従って当時の農業セクター統合というのは，超国家
的統合実現をアプリオリな目標として設定されて進展したというよりも，戦
後復興の動きの中で，食糧の十分な確保という当時の欧州政府の一大関心に
基づいていたと言える（61）。
　農業セクター統合においては，その構想から実現まで多くの人物が関わる
ことになるが，その出発点において二人の強烈な個性を持っヨーロッパ主義
者を見ることが出来る。ブリムラ、ンとマンスホルトである。取り分けマンス
ホルトは，これから見ていくように，共通農業政策の雛型を作り農業統合の
実行まで果たすことになる。しかしながら，マンスホルトが不満を漏らした，
プール・ヴェール交渉における「不適切な方向性」（62），すなわち統合を自国
農業保護に利用する国益の存在と生産者保護の傾向は，決して不適切で一時
的な方向性ではなかった。これから見るように，それはむしろ農業セクター
特有に見られるヨーロッパの共通農業政策の特質を形成しているといえよう。
失敗に終わった構想にも拘わらずプール・ヴェール交渉が歴史的意義を有し
ているのは，CAPの原型とCAPに埋め込まれた対立の構図が，プール・
ヴェール交渉時から存在していたからである。
　ローマ条約交渉前の農業セクター統合交渉の考察から暫定的に導かれる観
察結果は，ヨーロッパ農業政策がその出発点から保護政策的な性格を抜き難
く有していたという点である。食糧確保を出発点としながらも，農業セクター
の近代化と各種保障政策の前面化により，また交渉参加国の一部の国家，取
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り分けフランスの農作物生産量の急速な向上に伴い自国農業の保護政策を放
棄できなかったことにより，50年代前半の農業市場統合構想は失敗に帰す
るのである。
　他方プール・ヴェール交渉は，後の農業交渉の進展を計る上で，ある決定
的な貢献を行った。それは，各国で分析されていた様々な農業問題の専門家一
農林省の専門家，大蔵省の財政官，外務省の対外経済政策担当者等々一のネッ
トワークを構築したことである。二年にわたるヨーロッパ大の市場創設に向
けた実務的な専門家による討議は，農業セクターの共同市場化において，解
決すべき問題群を認識させ，どのような妥協が可能かという交渉の経験を各
国の専門家に備えさせた。プール・ヴェールの試みは失敗したしたものの，
すぐに次の農業交渉が開催される。このとき，プール・ヴェール交渉に従事
していた専門家が再結集するのである㈹。
　失敗に終わった筈の欧州農業市場の組織化問題は，1956年以降における
ヨーロッパ統合再活性化の波の中で復活する。したがって次に，何故農業セ
クターが統合目標の中に「編入」したのかという観点から，メッシーナ会談
からローマ条約締結への過程を見てみよう。
第二節　ローマ条約の成立と農業条項の採択1955－1958
　統合構想の二重の挫折
　統合構想の挫折は農業セクターに限られなかった。シューマン・プランが
発表されたわずか数ヵ月後に，フランスのプレヴァン（Ren6　Pleven）首相
は西欧諸国の軍事力を超国家的組織にプールして西欧単一にして統合された
軍事機構創設案を発表した。後のEDC構想の出発点となるいわゆるプレヴァ
ン・プランである。この軍事統合構想は，シューマン・プランと並んで同時
代的に激しい議論を引き起こした。というのも，EDC構想は部門別統合方
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式の一っとしてヨーロッパに登場した以上に，ドイッ問題の解決の一方策だっ
たからである。ヨーロッパの敗戦国ドイッが戦勝四大国に分割統治された末
に，分断国家として東西にそれぞれ独立した二っのドイッ国家として誕生し，
西欧はこの西ドイッを如何にして国際的な枠組みの中に封じ込めるかにっい
て苦慮していた。他方で，朝鮮戦争の勃発によって，東ブロックに直接国境
を接する西ドイッが西側陣営に対し何らかの軍事的コミットメントを行うこ
とは不可避な情勢になっていた。大西洋同盟は，西ドイツ軍は必要であるが
国際的に封じ込められていなければならない，というジレンマに立たされて
いた。このような状況下において，EDC構想は，超国家的軍事機構にドイ
ツ軍を統合することによって，ドイッの軍事力を管理し第二次大戦前のよう
なドイッの暴走を未然に防止するという役割が期待されたのである。しかし
石炭鉄鋼の「黒いプール」とは対照的に，この「軍事プール」構想は提案し
たフランス自身の手によって条約批准が議会に拒否され失敗に帰す㈹。軍事
力というもっとも国家主権の根幹にかかわるセクターの統合構想が崩壊した
ことで，ECSC成立後の統合の機運は一気に低下したのである。
　だが統合の挫折は，このEDCの失敗に加え，同時並行的に進められたヨー
ロッパ政治共同体（European　Political　Community：EPC）構想が日の目
を見なかったことも大きく関係している（65）。1952年に六力国で調印された
EDC条約第38条において，　EDCなる軍事機構は暫定的な存在で，批准後
6ヵ月以内に新しいヨーロッパ機構創設に向けた交渉を開始することが規定
されていた。この規定の導入を提案したイタリアはEDC条約の批准を待た
ずに，この規定が想定する欧州政治共同体のみを討議するためアドホックな
総会を9月にルクセンブルグで開催することを提案する㈹。つまりこの構想
は統合の局面に民主主義が作用する制度を実現することを目的として発足し
たのである。従ってEPC構想には，ヨーロッパ構築のモーメントにおける
民主主義を重視した，ヨーロッパ連邦主義者達の強い影響が見られた㈹。
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　しかしEPCの交渉を支配したのは，連邦主義的な政治統合のモーメント
だけではなかった。1952年12月にオランダ外相ベイエン（Jan－Willem
Beyen）が構想した全般的共同市場による経済統合案が提出される（68）。ベイ
エンのこのプランは，50年のスティッケル・プランに連なる，オランダの
国際経済上の利益を勘案して，域内貿易自由化による関税の引き下げと非関
税障壁の撤廃を目的としていた（69）。ベイエン・プランに基づき，以後二年に
わたり共同市場と政治共同体の実現に向けた政府間交渉が開催される。専門
家の作業グループが幾度となく会合を持ち，内部に深刻な対立を抱えながら
も政治共同体の制度的デザインもまとまり，徐々にその成果は実りつつあっ
た㈹。にもかかわらず，EDC条約の批准を討議していたフランス国民議会
は，54年8月30日に同条約の批准拒否を決議する。これはEDC構想だけ
でなく，EDC条約に成立の根拠を持っEPC構想の頓挫を意味した。国家主
権の核心でもある軍事力の統合と市場を共同化する経済統合，そしてそれを
民主的に統括する政治統合，これら全ての試みが54年の秋を迎える直前，
風の中の塵と化したのである。
　セクター統合方式の行き詰まり
　このように，EDCとEPCの失敗は二っの危機を統合にもたらした。第一
がシューマン・プランからECSCに結実した統合の方式の危機である。
ECSCとは石炭鉄鋼という限定されたセクターの統合であり，　EDCとは軍
事部門に限定された統合である。っまりこのような統合観念は，ある特定の
セクターにつき超国家的な機構を創設してその機構が当該セクターを一元的
に管理するという「部門別統合」の考え方に裏打ちされたものであった。
EPC交渉の経験は，包括的な共同市場化に基づく経済統合は多くの問題を
内包しつっも，部門別統合に基づく統合手法より各国の妥協を求めやすいこ
とを明らかにしたといえる。
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　第二の危機とは統合のリーダーシップをめぐるものである。シューマン・
プラン以降欧州統合を推進してきた主動力は，フランスのリーダーシップで
あった。EDCを自らの手で葬ってしまった事で，フランスが統合に対して
将来的にもコミットするかどうかという点は不透明になったのである。
ベネルクスのイニシアティブと包括的市場統合案の出現
　このような状況において，統合の再活性化を唱導したのがベネルクス三国
であった。ベイエンは再度，全般的共同市場方式に基づく経済統合イニシア
ティブをベネルクス三国が取ることを，1955年3月にオランダ政府に提案
する（71）。他方ECSCの最高機関長官を務めたモネの働きかけを受け，ベル
ギー外相スパーク（Paul－Henri　Spaak）はECSCの管轄権限を「交通，電
力，核エネルギー」に拡張する統合活性化プランを4月4日にECSCのベ
ネルクス以外の首脳・外相に送付する（72）。モネは再度独自の部門統合と全般
的市場統合の両方式を組み合わせた統合プランを練り上げ，ベネルクス諸国
に働きかけた。最終的にベネルクス三国は4月末に，モネ案とベイエン案を
併せた全般的共同市場統合方式を大枠としながらも，核エネルギーに関して
は別途超国家的な制度を構築するという統合再活性化構想で合意する㈹。そ
の上でベネルクスは5月18日に，仏独伊の三力国に対して，ベネルクス三
国共通のメモランダムを送付した。
　このベネルクス覚書は，全般的経済統合を実現するために，共通機構，国
家経済の漸進的融合，共同市場の設立，社会政策の段階的協調を推奨するも
のだった（74）。そこでは，一方ではECSCの権限を拡大し，交通，通常エネ
ルギー，核エネルギーにっいては部門的統合を進あつつ，他方では共同市場
設立を伴う全般的経済統合を行うことが主張されたC75）。ただし，先ほど見た
ように，このメモランダム自体は，核エネルギーにおける部門統合を主張す
るモネ，ECSCの権限拡大を主張するスパーク，そして全般的経済統合方式
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を是とするベイエン，という三者の意見を妥協的にまとあたものであったの
で，この覚書をもって統合の方式が確定した，という訳ではなかった㈹。
　このベネルクス覚書を受け，ヨーロッパ統合の再活性化を討議するために，
ECSC六力国外相会議が，1955年6月にイタリアのメッシーナにて開催さ
れた。このメッシーナ会談は，翌56年4月のスパーク報告採択の後，EEC
の設立を告げるローマ条約へと結実するわけであるが，この交渉の分析にっ
いては既に多くの研究蓄積が存在する㈹。近年の研究が明らかにしているこ
とは次の二点に集約できる様に思われる。第一に，ローマ条約締結過程にお
いて大きな問題となったのはフランスの交渉参加そのものであること，そし
てこの交渉参加を通じてフランスの国家戦略を規定していたのが，フランス
の国益と欧州統合の調和化だったことである（78）。第二に，ECSC設立からロー
マ条約締結によるEEC設立の流れは単一ではないことである。　ECSCから
EECへの道は単線的なものではなく，そもそもOEECとECSCという二っ
の欧州大の国際経済機構をいかに欧州統合の基盤とするかにっいては，ロー
マ条約調印後の58年以降にようやく最終的な決着が図られることになる。
っまり統合の流れの重層的であり，そのような重層性は統合の領域と方式を
めぐって存在しているのである。
　ローマ条約の成立と農業
　さてここで当初の問題である，何故農業規定がローマ条約に包摂されるよ
うになったのかという疑問に立ち返ると，ローマ条約成立過程に大きな役割
を演じたフランスとオランダの影響力に加え，農業・軍事力・保険といった
部門別統合路線の行き詰まりの結果生じた，全般的市場統合路線の登場とい
う，統合方式そのものの転換を看過することはできない。プール・ヴェール
交渉が頓挫した後も，先に見たように，OEECに農業共同体の検討を行う
作業部会が移管され協議は継続していた。だがOEECでは，1955年以降も
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はや農業セクター統合や共同市場にっいて議論が進展することはなかった。
このような状況に対して，55年6月からの六力国による「再活性」と全般
的共同市場統合方式の登場は，再度農業がヨーロッパ大の組織化されるチャ
ンスを提供した。56年4月21日に六力国の外相会談に提出された，交渉を
開始してから一年後に結実した条約草案であるスパーク報告書において，農
業に関して規定した章が挿入されたのである。「共同市場への農業の包摂は，
加盟国間によって異なる経済間でのやり取りを均衡化させる条件」（79）だから
であった。
　とはいえ，メッシーナ会談が開始された際，実際のところヨーロッパ諸国
は農業問題を真剣に討議する態度を殆ど取らなかった。経済史的アプローチ
における統合史の専門家グリフィスは，スパーク報告に農業問題の包摂させ
たのはオランダであったと指摘している（8°）。貿易自由化，生産性向上そして
消費者への適正価格での供給を重視していたオランダの目論見はしかし，他
の交渉国の利害と対立し，農業規定はオランダの影響下に作成されたわけで
はない。それどころか，農業問題はローマ条約交渉において最も合意困難な
議題でありつづけた。ローマ条約締結直前の1957年1月の共同体条約草案
においてすら，農業事項のみが未定のまま記載がされていなかったことが，
農業問題の難しさを端的に表していた（81）。
　さて，スパーク報告において農業問題に相対的に高い優先順位が与えられ
たとはいえ，フランスは農業問題だけでローマ条約交渉にコミットしたわけ
ではない。モネが発案した核エネルギーの部門別統合の共同体構想は，1957
年には欧州原子力共同体（ユーラトム）の設立へと至るが，この原子力エネ
ルギーに多大な関心を抱いていたフランスは（82＞，メッシーナ会談以降の交渉
において支配的になった共同市場に対し，明白な参加の意思を表明しなかっ
た。さらにスパーク報告が提出された後も，フランスは共同市場型統合に対
して消極的な態度を改めなかった。その主たる理由として以下の三点が挙げ
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られる。第一にフランスが維持しているフランス連合（Union　frαngaise）
の経済に共同市場が適合しないこと，第二に共同市場成立に伴う社会的負担
が重いこと，第三に農業政策において自国の介入政策の放棄を迫られること
である㈹。このような見解の背後には，共同市場施行に伴う関税権，輸入割
当，国家介入なしにはフランス産業が国際競争に耐え切れないと考えが存在
していた（84）。
　このようなフランス政府内の逡巡ににもかかわらず，1956年1月から首
相の座にっいたモレの対ヨーロッパ政策は，共同市場参加へと舵を切ること
となった。その概略的な理由としては，第一にモレ以下ヨーロッパ交渉の担
当者をヨーロッパ主義者で固めたこと，第二に共同市場への方向性は覆し様
がなく，交渉参加がなければフランスの利益は確保できない状況になっていっ
たこと，第三に激化するアルジェリア政変に伴う経済危機により，新しい経
済領域を提供する共同市場がより魅力的になったことが挙げられよう㈹。モ
レ内閣はヴェレ（Alexandre　Verret）を議長として交渉参加を検討する省
間会議を組織し，共同市場にむけた六力国交渉への参加条件を同年9月に五
力国に提示するに至る。それは共同市場の第二段階への決定は全会一致で行
うこと，移行期間終了時までに社会的負担を調和化すること，輸出への助成
金と輸入課徴金への権利を仏政府は保持すること，海外領土問題を重視する
こと，アルジェリア問題を受けて条約実施にあたってフランスが例外条項を
行使できること，であった㈹。実際のところ，共同市場参加条件の提示に当
たって，農業事項はフランスの要求において大きな重みを占めなかったので
ある。フランスが農業政策の規定にあたり重要視したことは，公的介入が可
能になることに留まった㈹。
　しかしこれは，フランス政府内で農業共同市場にっいての検討が重視され
なかったことを意味しない。ヴェレ委員会の報告書において，共同市場条約
が発効の後共同農業政策（Politique　agricole　concert6）を実施することが
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明記されていた㈹。この規定に拠ると，最初の二年間の移行期間において，
加盟国は国内市場を共同体間の農産物輸入に開放するか長期の相互通商条約
を締結する義務を負う。その上で域内市場における農業特恵圏を創設するに
至るのである。っまり，共通農業市場加盟国は，農産物の輸入において域外
の安価な市場によって需要を満たすのではなく，他の共同市場加盟国からの
輸入をまず計らなければならない（89）。ただしこの規定では，農業政策にっい
て共同体組織に権限を移管させるのか，国家による政策を継続するのかにっ
いては曖昧であった。しかし，ヴェレ委員会の覚書は，農業問題に関してフ
ランスの態度を他の交渉者に伝えるには十分であった。
　フランスの提案を受け，同年10月にブリュッセルにおける共同市場交渉
にて農業問題が協議される。この席上でフランス代表は，社会経済構造にお
ける農業セクターの重要性を訴え，二つの目標が共同市場完成への移行期間
において求められなければならないと主張した。第一に農業生産は最良の収
穫と価格がなされる条件を考慮してなされなければならないこと，第二に農
業従事者は十分な生活条件を保障されなければならないことであった（9°）。そ
の上でフランスは，以下の三っの農業政策の原則を提示した。すなわち，第
一に農産物輸入における共同体特恵主義，第二に共通の農産物輸出政策の実
施第三に共同市場に対する介入を保障するための共通財源を創設すること
である（91）。
　しかしこのフランス提案は，ドイツ，オランダからの強い反対を招いた。
生産者保護にっいては各国の合意を得られたが，特に問題となったのは第一
点目の輸入に対する共同体特恵であった。この点につきドイッとオランダは
農産物取引に関して可能な限りの自由競争を行うべきであると主張した〔92）。
取り分けオランダにとっては，農業政策の目的として工業セクターと農業セ
クターの競争力を均衡させ合理化することが何より重要であった。しかしド
イッとオランダの意見は完全に同一のものではない。そもそもドイッは交渉
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当初において，農業を関税同盟の中に包摂すること自体反対していた。これ
に対しオランダにとって農業の共同市場化は，マンスホルトプラン以来一貫
して追求していた政策であった。他方，イタリアとベルギーは，このフラン
ス案に対して特に反論を行わなかった。取り分けイタリアは自国に多数の農
業従事者を抱え，フランスの共通農業政策案はイタリアの農産物を他国に輸
出する機会が増大することを意味していた㈹。
　いずれにしろ，フランス提案は共同体の農業政策の方向性に大きな影響を
与えたものであったことは，フランスの提案がローマ条約の39条，40条の
大枠を形成したこと，また将来成立するCAPの原則を既に提示したことか
ら窺えよう。しかし六力国間の見解の不一致は10月の交渉で克服できるほ
ど妥協的なものではなく，農業事項の問題は更なる交渉を必要としていた。
　実のところ，フランスが共同市場参加の最大の条件に挙げた社会的負担の
調和化問題をめぐって，ブリュッセルにおける六力国間交渉はこの時暗礁に
乗り上げていた。この袋小路的状況は二っの出来事によって好転に向かう。
　この二っの点は，表裏一体のものであった。第一に，社会的負担問題にお
いて対立していた西ドイッとフランスが，独仏間のニカ国間交渉において妥
協に達した事であった。第二に，1956年7月から始まったスエズ動乱であ
る。スエズ運河の所有権をめぐるエジプトと英仏の対立は，フランスに対し
自国の軍事的実力のみならず外交的優越性や政治経済に基づく国力の低下を
白日の下に曝け出した。旧植民地時代の大国英仏が凋落したことでフランス
が再確認したのは，ヨーロッパ独自の共同体の重みであった。この確信はフ
ランスと共同市場交渉に参加している他のヨーロッパ諸国に対し，共同市場
条約を成功裏に終わらせるという共有された使命感を与えることになった〔94）。
　独仏の妥協がなされた同年11月にアデナウアーのパリ訪問におけるモレ
との会談と，ブリュッセル交渉におけるフランス副代表マルジョラン
（Robert　Marjolin）〔95）と西独外務省局長カルステンス（Karl　Carstens）の
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協議から，その点を伺うことができよう。この会議で，親英的なモレは米英
に依存的な態度を示すが，アメリカとヨーロッパの利害の不一致を認識する
アデナウアーは，モレに強くヨーロッパ共同体の必要性を示す。モレはアデ
ナウアーの説得を受け，ヨーロッパ共同体の必要性に同意する（96）。モレの個
人的見解はともかく，この同意は，独仏を軸とするヨーロッパ共同体がフラ
ンス外交の決定的な方向性であることを，受け入れることを意味するものだっ
た。この独仏間の妥協により，六力国交渉は成功への兆しが出てきたのであ
る。
　しかし，農業問題に関する合意の見通しは薄く，11月末の六力国による
交渉協議においても条約文作成への共通了解は得られなかった（97）。そこでマ
ルジョランは農業事項の検討に対して引き続き特別の部会を設け，再度農業
規定に対する六力国の立場を擦り合わせることを提案する。ここでは，共通
農業政策の目的が検討され，
　①農業セクターにおける生産性の向上，
　②農業従事者への収入の確保，
　③消費者に対し適正価格での供給，
　④農業市場の安定，
の四点が提示された（98）。この政策目標に関して六力国は原則合意したが，そ
れでもどの目標にプライオリティを置くかにっいては，各国に差が開いた。
オランダとドイッは生産性向上が第一義的目的であり農業市場の自由競争を
支持する一方，フランスは農業セクターの保護的措置を重視した。フランス
は各国に農業政策の権限を残しっっ多角的協議により推し進める方策を支持
し，ドイッは段階的に共同体的組織に権限が集中する提案を行った（99）。
　従って，この1956年11月末の協議では将来的な農業政策像，つまりは制
度的問題にっいて合意に達することがなかった。加えて問題になったのが最
低価格（prix－minima；Mindestepreis）であった（1°°）。さらに，ヨーロッパ
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農業政策を，各国の農業規定を調整する形で進あるのか単一の共通政策を設
立させるのかという問題に関しては，技術的問題というよりも政治的決断の
問題だった。っまり農業事項協議ではなく，外相会談に決断が一任されたの
である。しかしこの問題は統合における加盟国と委員会（Commission）の
力関係に関わることであり，容易に決着する議題ではなかった。むしろ，こ
のようなヨーロッパ統合の超国家性に関る議論は背景に退いていった。議論
はむしろ技術的な問題に収敏する傾向にあった（1°1）。
　1956年12月の交渉協議において，共同市場検討委員会委員長であったフォ
ン・デア・グレーベン（Hans　von　der　Groeben）から農業事項への妥協案
が提示される。それに加え，フランス代表のマルジョランは以下の二点に関
して譲歩を示した。第一点目は最低価格システムに関するものであり，第二
に輸入政策における共同体上の特恵（pr6f6rence；Praferenz）原貝1」を放棄
し，無差別主義を採用する準備があることが表明された（t°2）。但し，マルジョ
ラン自身は「特恵」と「無差別主義（non－discrimination）」は言葉の言い
換えに過ぎないと考えていた。そして実際オランダは特恵主義に対する譲歩
を年が明けた1月に決定する（’°3）。依然として，各国の農業組織の権限，最
低価格適用品目の選定，貿易協定，輸出補助金に関しては合意に至っていな
かったが（’°4），ようやくここで原理上の問題が決着し農業交渉が合意に至る
素地が形成されたのである。
　さらに，翌1957年1月に開かれたフランス国民議会にて，共同市場交渉
に対して審議が行われた。ここにおいて国民議会は農業団体の後押しを受け
て，共同市場における農業事項がフランスの農業利益に適うことを要求した。
「…ヨーロッパ組織は，〔共同市場に関わる：筆者による補足〕生産者の雇
用と生活水準に対し相応の保障を与えるものとする」㈹。結果フランス国民
議会は，フランス農業利益を関税同盟の設立に考慮すること，また海外領土
を共同市場に結合することを決議した（’°6）。この時点でフランス政府の共同
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市場設立への意思は固かったように思われる。実際外相ピノー（Christian
Pineau）はスエズ動乱の結果から，ヨーロッパ大の強固な経済組織の設立
を訴え，その結果激化する冷戦の中で西ドイッをヨーロッパの中に統合する
ことを主張したのである（1°7＞。
　1957年1月26日に行われた外相による交渉協議において，再度農業事項
が話し合われた。ここにおいて共通農業政策が対象とする農産物の品目リス
トについて条約に添付することが合意されたが，実際にどの品目を選定する
かについての合意は全くなかった。最低価格については，移行期間中におけ
る最低価格システムの存続にっいて合意した㈹。すなわち保護措置が一定
程度継続することを保証するものの，その撤廃については将来の決定にゆだ
ねることを定めたのである。その上で，同会談はオランダの要求を受けて，
条約発効の三年以内に委員会の提案を受けて，最低価格システムの主要原則
と価格設定について閣僚理事会において決定することが合意されたのであ
る（109）。
　交渉は最終局面に達していた。農業事項は合意に至らない点に関しては条
約に明記せず，条約発効後の交渉に決定をゆだねたのである。同年2月19
日と20日にパリで開催された六力国による首脳・外相会談により，農業事
項含めた共同市場交渉の最終合意が行われた。そして3月25日にローマに
て共同市場を設立することを目的とした欧州経済共同体と欧州原子力共同体
の設立条約が調印される。ローマ条約はこのようにして成立した。それは同
時に，ヨーロッパ統合が新しい地平に歩みだしたことを意味する出来事でも
あった。
　小括：共同市場の成立と農業政策
　プール・ヴェール交渉が組織されたにもかかわらず失敗に終わったことは，
農業問題が非常に大きな政治問題となっているにもかかわらず，欧州レベル
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での解決には国家間の制度的格差が激しくこの問題のヨーロッパレベルでの
合意は非常に困難である，という点を明らかにした。したがって，全般的共
同市場統合方式を採用することにより，解決必要なイシューであった農業問
題が統合対象領域の中に含まれたのは，無理からぬことであった。そしてヨー
ロッパ大の農業政策は，前節で見たように，程度の差はあれ保護主義的な方
向性をもっ事は不可避なものとなっていった。したがって第四共和制下にお
いて急速な農村の社会経済構造が変質する中で，国内農業の近代化と農業セ
クターの各種保護政策を模索していたフランスが，マルジョランが回顧する
ように，共同体市場の中に農業を含めることを求めたのは国家戦略として当
然の帰結であった（’1°）。また実際ローマ条約の草案となったスパーク報告の
作成において，スパーク自身EEC設立に際し農業セクターが含まれないこ
とは考えなかったのである（111）。
　成立した共通農業政策には，各国における農業の社会経済的構造を如実に
反映した規定が制定された。取り分けフランスは，自国の強い農業圧力団体
からの影響が大きく，フランス農業の持っ国際的競争力を最大化するため輸
入における共同体優先主義を打ち出し，保護政策を保障する共通財源の設置
を政策規定に包摂することに成功した。他方，フランスに並び農業輸出国で
農業統合に関心が高かったオランダは，共通政策において農業セクターの合
理化目標を規定化することに尽力した。西ドイッは共同体特恵主義に対する
反対姿勢を生産的な規定に反映することには成功しなかったものの，農業セ
クターの保護規定に対しては国益に一致させることが出来た。
　要約すれば，EECの成立に伴うヨーロッパの共通農業政策の登場は，共
同市場を推進することによりヨーロッパ統合を進め，政治経済的にヨーロッ
パの国力を増進させるというモーメント無しには理解できないことであった。
加えて，合意不成立部分にっいては結論を先送りにして共通政策の存在自体
を先に認証するというプラグマティズムが，ヨーロッパの農業共通政策の成
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立に際して大きく作用したのである。そしてEECの成立自体，冷戦の文脈
を無視しては理解し得ない。農業セクターの統合は，戦後ヨーロッパにおけ
る農業構造の構造転換における各国農業セクターの利益最大化のモーメント
だけではなく，国際秩序において独自の地位と役割をもたらす「ヨーロッパ」
を構築するという政治的意思の前に「成立してしまった」と言えよう。付言
するならば，農業政策における統一された農産物輸出政策の登場は，アメリ
カが戦後推進してきた貿易の自由化原則という戦後国際経済秩序に，ヨーロッ
パがいかに適合するか，という課題も生むことになる。ここにおいて，成立
した「ヨーロッパ」は西側の経済秩序に適合することが前提となる一方，大
西洋同盟におけるヨーロッパの独自性を発揮する端緒を提供するというパラ
ドキシカルなプロセスが進行することになるのである。
　だがしかし，農業問題の持っ合意困難な構造は変わらぬままであり，ロー
マ条約締結という果実が生まれた後も農業事項に関する交渉は引き続き行わ
れることとなる。かくして共通農業政策の内実を策定する交渉は，1958年
5月のストレーザ会談にまで持ち越されたのである。
第三節　共通農業政策の成立：ストレーザ会談からマンスホルトプ
　　　　ラン合意へ1958－1962
「小ヨーロッパ」によるヨーロッパ構築の選択
　以上見たように，1957年に採択されたローマ条約を受けて，共通農業政
策の実施が検討されることになった。ローマ条約において全般的共同市場統
合方式が採用され，共同市場の創設が新しく成立したEECの制度的目標と
なった。この共同市場の形成を通じて，複合的な領域での経済統合が，EEC
諸国が到達すべき地平として掲げられたのである。また，ローマ条約の実施
過程に当たって第一義的に重要視されたのが，関税同盟の設立であった。こ
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れは経済統合理論において，共同市場が段階的な目標を達成することで完成
に至ると想定されていたからである（”2）。故にEEC成立後のヨーロッパ共通
政策の実施における最初に達成すべき政策目標とは，共同市場内の関税の引
き下げと非関税障壁の撤廃であった。その上で市場内における財・サービス・
人・資本という四っの移動の自由を保障する諸政策，例えば共同市場で共有
される競争政策，社会的結束（cohesion）政策の実施が検討されることになっ
たのである。
　このことが意味することは，全般的共同市場統合方式が取られることは，
オートマティックに共通の農業政策の実施が，例えそれが重要な政策争点だ
としても，最優先されるわけではないという事である。ならば何故，農業政
策は他の政策より先に共同化の道が取られたのであろうか。
　ヨーロッパ統合史の流れの中で更に重要なことは，ローマ条約の締結・批
准過程において，この共同市場方式は決して単線的にヨーロッパ諸国に受け
入れられた訳ではないという点である。というのも，ローマ条約の成立過程
において，スパーク報告の受諾を決定した1956年5月のヴェネチア会談に
て，ECSC六力国はOEECに対して六力国以外の国家にっいても共同市場
と結合して一体的な経済圏の形成を誘う提案を行った（113）。イギリスはロー
マ条約成立交渉からは離脱したものの，この提案を受けてOEECに働きか
けた。そしてOEEC総会は7月にOEECを基盤とした自由貿易圏構想を検
討する作業部会の発足を決定した（114）。このイギリスが提案した自由貿易圏
構想は，EECとは別のヨーロッパの制度化を意図したものである（1’5）。経済
統合を基盤とする共同市場方式によるヨーロッパ統合に対し，このイギリス
の構想はEECの市場と他の参加国間で自由貿易圏を形成し互いに経済ブロッ
クを補完することを想定した。さらに自由貿易圏は関税同盟とは異なり共通
対外関税を採用せず，域内においては関税障壁を撤廃するも域外においては
第三国・に対する関税徴収権限を各国に残すものであり，EECのような共同
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体組織を必要としない純粋に通商貿易に関わる，共同体性が極めて薄い制度
設計がされていた（116）。
　しかしながら，自由貿易圏構想は，1958年のフランスにおけるドゴール
（Charles　de　Gaulle）の政権復帰とともに一気に現実味が低下する。ドゴー
ルは共同市場を支持し，イギリスが参加する自由貿易圏を拒否した（’17）。ド
ゴールがローマ条約を受け入れたことは，最終的にヨーロッパ統合が六力国
という大陸西ヨーロッパ諸国のみから構成される「小ヨーロッパ」による統
合路線が確立した瞬間であった。またイギリスが提案した構想において，実
は農作物は自由貿易圏に含あないことが規定されていた〔118）。この点にっい
ても農業利益を重視するフランスは自由貿易圏構想を支持できなかった。
　ストレーザ会談
　1958年7月3日から11日にかけて，イタリアのストレーザにて，共通農
業政策を討議する会議が，委員会の主導の下開催されたCl19）。この時期は，
まだ自由貿易圏構想の最終的帰結が判明していないときであり，このような
統合の方式と基盤をめぐる交渉の決着がっかない途中で，最初の農業交渉が
行われたのである。会議には六力国の農業担当大臣並びに関連官庁高官だけ
でなく，各国の農業団体と食品会社の代表も出席した〔12°）。会談の進行もま
た委員会の主導権の下に進められ，会談で示されたアジェンダも委員会が草
案を練って提出されたものであった。会談で討議されるべきアジェンダとし
て提示されたのは次の四点であった（121）。
　①六力国各国の農業の現状と問題点について
　②六力国における各国毎の農業政策の主要な方向性にっいて
　③ローマ条約適用に際する悪影響の可能性について
　④EEC以外の国家との関係を考慮に入れた共通農業政策の目標と長期的
　　方向性について。
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　とはいえ，ストレーザ会談に出席した各国代表の考えは決して事前から収
敏していた訳ではない。ドイッ代表の農相リュプケ（Heinrich　LUbke）は
同会談にOEEC諸国も参加しなかったことに遺憾の意を表明し，農業交渉
が自由貿易圏構想において解決されるべきであると主張した（122）。すなわち，
共同市場が域外の世界市場に開放されることが重要であるという態度を取っ
たのである。オランダもまた，共通農業政策の主要な目的は自由化の促進で
あると主張した（123）。農産物の取引の自由化が他領域，例えば交通，通商一
般の共通政策を可能にさせ，共同市場を主導する役目を果たすと想定してい
た。これに対しフランスは，会談に重要な議題は各国農業政策の比較と共同
体の資源と需要を一覧化することにあるとした（124）。さらにフランス経済が
フランス共同体の枠内にあることから，農業分野においてもEECとアフリ
カの緊密な連携を求めたのである。
　このような見解の分断の中で，草案の提案権を持っEEC委員会を代表し，
ストレーザ会談の議長を務めるマンスホルトから，ローマ条約が規定した共
通農業政策の概要について説明がなされた。第一節で見たように，1950年
に農業共同市場構想を提示した熱烈な農業統合推進者のマンスホルトは，こ
の時新たに成立したEEC委員会の農業担当委員にして副委員長を務めてい
た（125）。マンスホルトは，農業生産国ばかりが有利になる農産物の輸入協定
には反対であることを表明した（126）。各国が合意に至っていない問題点，特
に穀物の価格設定問題を細かく指摘したマンスホルトは，共通農業政策の基
本原則策定に大きな意欲を見せていた。そもそも委員会が用意した会談の四
っのアジェンダは，ローマ条約第43条に規定されていた会談の目的を超え
て設定されていたc127＞。
　しかしストレーザ会談で提出された最終結論は，各国の異なる意見がほぼ
そのまま集約された曖昧な規定に過ぎなかった。例えば仏伊の要求に沿う対
内的な保護を目的とする域内貿易の積極的取り決め，さらにフランスと海外
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領土との密接な連関，オランダの要求に沿う生産の合理化，独蘭の生産にお
ける特殊化の推奨，イタリアが求める構造政策の推進，等である（128）。
　しかし，ストレーザ会談の最終決議文の中に，EEC委員会が取り組むべ
き問題として，マンスホルトは1950年から主張し続けてきた穀物価格の近
接化を盛り込むことに成功した（129）。このような具体的な政策目標の合意に
成功したことは，ストレーザ会談の成果だった。以降の農業交渉の焦点は統
一穀物価格の設定，各国農業セクター固有の問題に基づく必要な投資の決定，
各国の社会・商業・経済に関する立法規定の調和化に移ることになる（13°）。
取り分け問題になるのは，統一価格の設定と農業市場介入，及びその他保護
的措置に関わる共同財源であった。ストレーザ会談は，同時代的にはさした
る成功と受け止められた訳ではなかったが，それでも同会談において共通農
業政策の基本ラインはほぼ完成されたと言えよう。委員会は引き続き共通農
業政策の規定策定を進め，ローマ条約第43条第2項に定められた，条約発
効より2年以内のCAP実施規定の提案を行うという期限を守り，翌59年
11月に委員会草案を閣僚理事会に提出した（131）。この委員会提案を受けて，
経済社会評議会（Comit66conomique　et　social）や欧州議会においても議
論が行われ，政治家や農業専門家の見解を踏まえた修正案の作成が進められ
ることとなった（132）。
共同体成立の対外的側面：ディロン・ラウンド
　域内市場完成へ向けた政策が打ち出される一方，EECという共同市場志
向共同体の成立は，対外的に見て世界経済の枠組みの中に大きな問題を惹起
することとなった。域内的には関税障壁を撤廃し政策の統一を行うことは，
域外の第三国に対して共同市場構成国間で共通の政策を実行する事を必然的
に要請する。国際貿易の観点から見て，共同市場を実施することは，対外的
にそれまでは加盟国別に実施していた関税政策を，共同体で統一された対外
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共通関税政策に置き換えることを意味する。EECの誕生と対外共通関税の
実施は，西側の国際貿易秩序に対し，以下のような政治的，経済的，技術的
な三っの問題を惹起した（133）。
　第一に，EECという巨大な経済圏の出現により，一定の条件の下で関税
同盟と自由貿易圏の形成を認めたGATT協定の第24条との整合性が問題と
なったことである。同条項はベネルクス経済同盟容認のために設けられた規
定であったが，この条項が想定する規模を遥かにしのぐ地域的な経済互恵協
定が誕生したのである。第二にローマ条約で実行が予定される共通農業政策
や加盟国との特定国との特権的な貿易協定は，保護主義的な性格が色濃く，
GATTが推進する国際貿易の自由化原則に抵触する恐れがあったことであ
る。既にGATTは1958年に専門家委員会を組織し，ハーバラー報告として
知られる報告書において，国際貿易の潮流に農業保護の傾向が見て取られる
と警告していた（134）。ローマ条約第39条第1項の（b）並びに第46項で触れ
られる，農業従事者の所得向上と農作物の域内輸入に対する課徴金の規定は，
十分保護的な性格を惹起していたのである。第三に，共通対外関税の出現は，
従来に確立した各国間の関税体系を崩す恐れがあり，共通対外関税と適合的
な新しい関税譲許の調整を行う必要が生じた。この側面は最も技術的だが，
それ故即急な国際貿易交渉の必要性を生じさせるものであった。
　以上の理由のため，特に当時EEC諸国に対する一大輸出国であったアメ
リカは，完成した関税同盟が世界貿易秩序の中に整合する事を求めた。アメ
リカは，EEC内での食料生産刺激とそれに伴う欧州への輸出の減少，第三
国市場への輸出可能な余剰生産が将来生じることを恐れ，「共同体を交渉に
引っ張り出し」（135），　GATTの一般関税交渉において，貿易自由化の枠組み遵
守を要求したのである。
　1959年，アメリカはこのため当時国務省経済問題担当次官であったディ
ロン（Douglas　Dillon）を座長として，　GATT枠内での貿易交渉を提案し
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た。この交渉は二段階に分かれており，第一段階の交渉はEECに対するも
ので，第二段階の交渉が関税一般に関する交渉であった。アメリカは交渉を
区分しEECに特化したラウンドを設定することで，　EECが予定する対外共
通関税の出来る限りの引き下げと，来る共通農業政策の保護的性格を軽減す
ることを望んだのである。EECが議題となる第一交渉は，　GATT一般協定
の第24条6項に基づき，対外共通関税の登場により各国の従来の関税譲許
が消滅するのに伴い，対外共通関税に適合する関税譲許の再均衡化と新しい
譲許に関する交渉であった（136）。第二の一般的関税交渉が，いわゆるディロ
ン・ラウンドであった（137）。
　ディロン・ラウンド交渉の開始は，実のところEEC委員会には好意的に
受け止められた。何故なら第一に，国際関税交渉を利用して，ローマ条約に
規定された段階的措置を「加速」することが出来ると，加盟国は考えたから
である。第二に，EECが同交渉を通じて，これから設立される共同市場が
保護主義的色彩を帯びていない事を，国際舞台の場でアピールすることが出
来ると考えたからである（138）。1960年5月にEECの理事会は，同年の12月
31日をもって六力国間の工業製品取引における関税の10％の追加引き下げ
と対外共通関税の20％削減達成を決定した（139）。当時フランス外相だったクー
ヴの言葉を借りるなら，この決定は新しい共同体が行った初めての重要な決
定であった（14°）。さらに域内関税の引き下げが積極的に討議され，1960年の
半ばには従来の50％の引き下げが完了したのである（141）。
　しかしながら，このようなCAP成立の下地が進行しっっも，ディロン・
ラウンドにおいてはむしろ交渉は難礁に乗りあがっていた。1961年4月13
日に在ブラッセル米国大使と会談したEECコミッション委員レイ（Jean
Rey）とマンスホルトは，アメリカ側に対して農業貿易に関する譲歩は行わ
ないと示唆する（142）。同月にアメリカはジュネーブでの24条6項交渉におい
て，EECに対して農業パーケージを提示していたが，　EECはこれを拒否し
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たのである㈹）。EECは共通農業政策が対象とする産品に関して，それが未
だ成立していないことを理由に新しい関税譲許の取り決めを拒否し，GATT
に規定されている関税上の義務が終了したことを通知した（144）。アメリカは
同月末に，農業交渉の対立はディロン・ラウンド全体を失敗に導くとEEC
に再考を促したが（145），六力国側の態度は変わらず，農業分野における合意
は何もないままに，ディロン・ラウンドの第一交渉は終了したのである。
　こうしてディロン・ラウンド交渉は決裂寸前にまで至ったが，1962年に
入ると，アメリカはディロン・ラウンドをひとまず終結させ，根本的な解決
に至らなかった問題にっいてはさらに大規模なGATTラウンドを行うこと
を念頭において，EECとの交渉を妥結させる道を選んだ（146）。　EECは域外か
らの特定作物の輸入にっき関税を引き下げることを決定し，このEEC側の
譲歩の引き換えとして，アメリカはEECの対外共通関税と可変課徴金制度
を承認したのである（147）。
　ディロン・ラウンドの成立とその結果は，EECが国際経済の舞台に初め
て登場したことを意味していた。とはいえ，ディロン・ラウンドははかばか
しい成果を挙げることはなく，米欧間の政治経済的利害の対立は既に顕在化
していた。しかし，制限的な内容でありっっもアメリカと合意したことは，
EECが国際貿易秩序の中に，自らの存在位置を確保したことを意味してい
た。ディロン・ラウンドの帰結は，CAPにおける輸入課徴金制度の国際的
承認であった（148）。国際経済秩序に整合することが一定程度認められること
により，EECはその最初の共同経済政策であるCAPを導入する対外的基盤
を固めることに成功したのである（’49）。
マンスホルトプラン　CAPの成立と各国の思惑
　ディロン・ラウンドに際して1960年5月にEEC閣僚理事会が決定した
共同市場加速化措置において実は，同時に農業事項に関しても幾っかの決定
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が存在していた。六力国の輸入割当量を20％増やす一方で，農作物の域内
取引への関税は20％引き下げるというものであった。しかし，実際のとこ
ろ，これは農作物貿易のより自由化を求めるオランダと農業保護を求めるド
イッの対立による妥協だった。実際，農業事項に関しては，各国間の関税の
調和化と対外共通関税の規定については，共通農業政策施行後に実効に移す
ことが決定されるに留まったのである〔150）。
　農業事項の対立は交渉参加者に対し，共通農業政策の解決無くしてヨーロッ
パ統合の維持は不可能であるという確信をもたらした（15’）。このような状況
の下，マンスホルトの強いリーダーシップに従い（152），委員会は1960年6月
に共通農業政策の草案を閣僚理事会に提出する。この草案は，主要農産物に
対する域内貿易と域外の第三国からの輸入に対する課徴金を定め（153），穀物，
豚肉，卵，鶏肉，野菜及び果実にっいて，将来的な単一市場を構築するため
の段階的な具体的手順にっいて提案するものだった（’54）。特に穀物に関して
は，価格統一に向けて調整を行うことが提案された。
　1960年12月の委員会協議においてこの提案が検討に付され，主用産品に
対する課徴金制度の原則が採択された。この（第一次）マンスホルトプラ
ン（155）と呼ばれる委員会提案は，閣僚理事会の議事に付され，翌61年5月か
ら7月にかけて順次協議が行われた。ところで，62年1月1日は，ローマ
条約が発効してから4年が経ち，同条約に規定される共同市場完成の第一段
階のタイムリミットであった。故に農業共通政策実現に向けて一刻の猶予も
許さなかった。さらに農業交渉に対する成功への意思は，この時同時代的に
はむしろ大きなセンセーションを巻き起こした政治同盟交渉に対する期待の
大きさと結びっいていた（’56）。共同市場が完成し，政治同盟が成立すること
でヨーロッパ統合は新しい地平に止揚する。そのような希望が，農業交渉を
導く環境を形成していたのである。
　政治同盟交渉を主導するドゴールの強い意欲の下，CAP交渉が1961年
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11月に開始する。そして2カ月を越えるマラソン交渉の結果，翌年62年1
月に，共通農業政策の基礎と価格政策のガイドラインが合意に至ったのであ
る（157）。ここで，その合意された共通政策の原則を確認しておこう。
　①域内市場の統一性原則（unacit6　des　March6s）
　②対外保護を確約する共同体優先原則（共同体特恵pr6f6rence　commu－
　　nautaire）
　③共通財政基盤を通じての財政的連帯（solidarit6　financiere）
　第一の統一性原則は，農業市場の単一性と統一性を規定したものであり，
政策の対象農産物は，共同市場において共通価格を有して域内市場を自由流
通できることを規定した。第二の共同体特恵は，農産物の輸入に当たっては，
まず共同体加盟国からの輸入を図ることで，域内農業セクターの競争力を保
護することを規定していた。そして第三番目の共通財政基盤を保障するため，
欧州農業指導保障基金（Fonds　europ6en　d’Orientation　et　de　Garantie
agricole：FEOGA）が創設された。この組織は，それまで各国毎に行われ
ていた農業に対する支出保障業務を，共同体として一括して担うための組織
であった。具体的には，域内価格より国際価格の方が廉価である場合農産物
の域外輸出に対する助成金を支出し，最低価格を保障するため市場介入を行
い，農業構造改革の資金を提供することとなった。
　このようにCAPの基本原則は成立した。しかし，　EEC加盟各国にはこの
CAPに対し固有の政策的な距離を有していた。　CAP交渉を始めたときから
最も消極的態度を貫いていたのは西ドイッであった。戦前においてドイッは
ヨーロッパでも屈指の農業国であり，東方のユンカー層の社会的，経済的重
要性から，農業セクターは政治的に重要な意味を持ち農業生産高を保障して
いた（’5S＞。しかし，ドイッ敗戦による東方領土の喪失により農業生産量は構
造的に低くなり，それに加え終戦直後の飢謹により西ドイッでは対外的食糧
確保と国内における農業セクター保護の政策が取られた。さらに，1953年
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に農業セクター従事者の賃金が工業セクター従事者より長期的に低下してい
ることが判明すると，ドイッの農業圧力団体，特に強力な圧力団体であった
ドイッ農業連合（Deutsche　Bauernverband：DBV）はさらに政府に対して
保護的措置を求めた。その結果55年9月に農業法（Lαndωirtschaftsgesetz）
が制定される。農業法は連邦議会に対して農業白書の提出を義務付け，白書
に基づき次年度の農業政策の策定を制度化するものであった（’59）。従って，
事実上の税制上の優遇と農業セクター保護が推進されることとなった。さら
に農業法はDBVと西ドイッ政府の結びっきを強化させ，　DBVは
CDU／CSU政権の強力な支持基盤となったのである。
　ドイッの対ヨーロッパ農業政策の専門家ヘンドリクスが指摘する様に，こ
のドイッの農業法はCAPの規定に相似している〔16°）。農業セクターの安定化
と農業従事者の社会的地位の確保を意図し，食糧の自給を目指した農業法の
規定と精神は，それをヨーロッパに拡大すればCAPの規定と精神に限りな
く近づくのである。
　にもかかわらず，西ドイッはCAPの導入に抵抗した。というのも，1950
年代において西ドイッはEEC外の農業諸国，特にデンマーク，またラテン
アメリカと東欧諸国との間に工業製品の輸出と引き換えに農産物の輸入を行
う，選択的なニカ国間貿易を行ってきた。しかし，CAPと共通対外関税の
導入はこのような選択を不可能にしてしまうからであった（161）。
　さらにFEOGAの規定は，西ドイッをさらに困惑させることとなった。
FEOGAの予算は各国からの拠出金と輸入に対する課徴金から当てられるこ
ととなったが，この拠出金の算定は，各国が域外から輸入する量に比例して
計算されていた。したがって農業輸入量の多い西ドイツは，より高額の分担
金を負担することになる。このような西ドイッの「犠牲」の上にCAPは成
立したのである（162）。
　CAP三原則と呼ばれる統一性，共同体特恵，財政的連帯を主要規定とし
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て農業政策が成立したことは，実のところ，CAPとヨーロッパ共同体の運
命を大きく左右することとなる。第一に，共同体特恵を始めとした様々な農
業セクター保護規定は，アメリカとEECが貿易上の紛争を引き起こす要因
となった。特にGATT枠内で扱われたこの米欧間の紛争解決の交渉におい
て，EECは各加盟国からの代表が集合して協議にあたらず，　EEC委員会が
共同体を代表して交渉に当たった。つまり，EEC各国は自国の委員会メン
バーを通じて，またEEC理事会協議によってしか，委員会のコントロール
が出来なかった。このことは，アメリカを相手とすることで，対外的には
EECの統一性を高めることに寄与する一方で，域内的には加盟国内部の意
見統一を迫ることになった。
　他方，財政上の連帯規定の成立は，実のところ，共同体が加盟国からの拠
出金以外の，固有の財源を新たに持つことに他ならなかった。共同体制度か
ら発生する収入（ここで対象とされているのは輸入課徴金制度）については，
共同体固有の財源に充当する，というこの連帯規定は，共同体が独自の財源
を手に入れたことを意味していたのである。
終わりに゜ヨーロッパ共同体の「自立」と埋め込まれた対立因子
　共通農業政策の成立は，共同市場実現の第一歩を記しただけでなく，ヨー
ロッパの経済的なリソースの確保でもあった。それは同時に，米欧間の国際
経済秩序の中に欧州共同体が一っのアクターとして自立した瞬間でもあった
と言えよう。
　共同市場の実行は順調であり，共通農業政策も難産の末に誕生した。最も
厳しい対立の場と予想された農業交渉の成功により，ヨーロッパ統合の道は
新しい地平に乗り出したかのように見えた。共同体の「蜜月」（163）であった。
第一節で見たように，50年代前半のプール・ヴェール交渉が成功に至らなかっ
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たのは，農業という各国毎の政策が異なり調整しにくいセクターを単独で統
合する方法に無理があったこと，そして実際に交渉参加国の利害が収拾不能
な程度までに対立していたことがその最大の原因であった。これに対し50
年代後半から60年代初頭のEECと農業共通政策の成立は，全般的市場統合
の一セクターに農業を加える方法の採用によりはじめて成功したといえる。
さらに重要な事は，同時平行に進行していた統合の機運によって対立を妥協
に転じていたことである。ローマ条約交渉時は，従前の軍事・政治統合の失
敗に対する反省から生じたヨーロッパ再活性の機運が，農業事項を共同体条
約に包摂する方向へ導いた。CAP成立交渉においては，　GATTラウンドの
活用と政治同盟交渉の高まりの中で共通農業政策が共同体を唱導する最初の
政策として期待されていたという，農業セクター外からの支持要因が存在し
ていたのである。
　逆にいえば，農業統合をめぐる加盟国間の対立の構図は解決されないまま，
対立要素がCAPの中に埋め込まれたのである。したがってCAPを実行し
ようとしたとき，この埋め込まれた対立の因子は，現実の紛争へと転化する。
CAPの歴史は，埋め込まれた対立要因を乗越えるための交渉と妥協の歴史
でもあった。
※本稿は，2003年12月に北海道大学に提出された博士論文「1960年代，ヨーロッパ
　秩序変容期における独仏関係史研究」の第一章「欧州農業政策成立史」に加筆修正
　を加えたものである。独立した論稿とするための記述の変更と典拠史料の更新を施
　したが，構成・分析・結論は2003年の執筆時とほぼ変更がない。註6を付した文
　章の前後にあるように，その後の一次史料調査に基づく実証的な研究論文を執筆す
　る予定である。かって故斉藤哲先生の前で研究計画として当該研究論文の執筆を示
　唆していたこともあり，本来は，厳格な歴史研究者であられた先生の追悼記念であ
　る本論集には，先生の歴史研究に敬意を表するべく実証的歴史研究論文を寄稿する
　予定だったが，爾来の研究の遅れより，それが叶わなかった。故斉藤先生には，平
　伏御詫び申し上げなければならない。生前の斉藤先生との約束を将来確実に履行す
　るために，中間的な論稿である本稿を敢えて本追悼記念論集に寄稿する次第である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）本稿において，CAPと略して記されているものは，1962年に合意されたヨー
　　ロッパ経済共同体の共通農業政策のみを指す場合に限っている。従って，CAP
　　成立前における共通政策としてのヨーロッパ農業政策やEEC以外の文脈の中
　　で構想された共通農業政策をCAPとは略さず，それぞれに適切と思われる名
　　称を与えるに留まる。
（2）前者の傾向に沿うものとして，南義清「ECにおける共通農業政策の形成・
　　発展と委員会の役割」細谷千博・南義清編『欧州共同体（EC）の研究一政
　　治力学の分析』，新有堂，1983年；後者としてローズマリー・フェネル『EU
　　共通農業政策の歴史と展望一ヨーロッパ統合の礎石』，農山漁村文化協会，
　　1999年が挙げられる。
（3）　田中素香他編『現代ヨーロッパ経済』，有斐閣，2001年，p．70。ただし，地
　　域統合が曲がりなりにも成功裏に進んでいる事例そのものが珍しいという解釈
　　も可能であろう。
（4）1950年代における統合進展の概観にっいては，細谷雄一「シューマン・プラ
　　ンからローマ条約へ：EC－NATO－CE体制の完成」遠藤乾編『ヨーロッパ統合
　　史」，名古屋大学出版会，2008年を参照のこと。
（5）　ローマ条約のたたき台となるスパーク報告書の中に「全般的経済統合」とい
　　う用語が出てくるが，本稿で用いられれる「全般的市場統合」とは，スパーク
　　報告書で用いられている「全般的経済統合」を指す。このような部門別統合と
　　全般的共同市場統合の違いは，同時代的には，垂直的統合と水平的統合という
　　言い方でも言及されていた。
（6）　Richard　T．　Griffiths＆Brian　Girvin（eds．），　The　Green　Pool　and　the　Origins
　　of　the　Comrnon　Agriculturαl　Policy，　London，　Lothian　Press，1995；Gilbert
　　N6el，“Les　tentatives　de　Communaut6　agricole　europ6enne”，　Revue
　　d’Histoire　neoderne　et　contemporαine，　Vo1．27，1979；idem，1）e　lα”1）ool　vert”
　　d　1α　politique　agricole　commune，　Paris，　Economica，1988；idem，　Le　conseil　de
　　l’Eur（）peθ亡1’αgriculture：ideαlisme　politique　europeen　et　reαlisme
　　6conomique　nαtionα1（1　949－1957？，　Bruxelles，　Peter　Lang，1999；Alan
　Milward，　The　Reconstruction　of　VVestern　Europe，1945－51，　London，
　Routledge，1984，　Esp．　Chap．IV，”Towards　the　Common　Markeゼ；idem，　The
　Europeαn　Rescue　of　the　IVαtion－State，2nd　Ed．，London，　Routledge，2000，　Esp，
　Chap．V，　「’The　Europeanization　of　agricultural　protectioガ　　；　Guido
　Thiemeyer，　Vom”Pool　Vert”zur　Euroρdischen　Wirtschaftgemeinsch（zft’
　Eur・伽SCんe　lntegrati・n，　Kαlter　Krieg　und　die　A／zfdnge　der　Gemeinsα〃zen
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　Europdischen　Agrarρolitill　1950－1957，　MUnchen，　Oldenbourg，1999．
　　本稿に関連して，「EECの成立と欧州統合史研究の手法に関する一考察一
　　欧州共通農業政策の成立に関連して」『現代史研究』，第49号，2003年を研究
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　　い。Michel　Tracy，　Agriculture　in　Western　Europθ　：　Chαllenge　and　Response，
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